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厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

総括研究報告書 

 

次期健康づくり運動プラン作成と推進に向けた研究 

 

研究代表者 辻 一郎 東北大学大学院医学系研究科公衆衛生学分野・客員教授 

 

研究要旨 

令和６年４月に開始された健康日本 21（第三次）の策定・実施・評価を学術的観点からサポート

することを目的に、14 名の研究者で研究班を組織し、以下の結果を得た。 

１． 2022 年の健康寿命は男性 72.57 年・女性 75.45 年、不健康期間は男性 8.49 年・女性 11.63 年

であった。2010～2019 年の推移を基準とすると、2022 年の健康寿命も不健康期間も短くなっ

ており、COVID-19 の影響が示唆された。健康寿命の目標設定及び評価・分析を行う際には、今

後の健康寿命と不健康期間の算定を待って、COVID-19 の影響を見極めることが重要である。 

２．健康日本 21（第三次）の目標全 51 項目のうち 30 項目について、目標達成に向けて行うべき

健康増進施策（アクションプラン）、施策からアウトカム（目標）までに至るロジックモデルを

作成した。さらに、ロジックモデルにおけるアウトプット指標と中間アウトカム指標について、

具体的な項目と把握方法を提示した。これらを活用することにより、自治体が PDCA サイクル

を回しやすくなるものと思われる。 

３．上記の検討結果を全国の健康づくり担当者に幅広く伝えるためにウェブによる「アクションプ

ラン研修会」を３回開催した。各回とも約 800 名の登録があり、受講者の 96.1％が「非常に満

足した」または「まあ満足した」と回答するなど、高い評価をいただいた。 

 以上のように、本研究は３年間の計画通りに進捗することができた。学術研究面の業績に加えて、

健康日本 21 の普及啓発や健康づくり施策の立案・展開に対しても大きく貢献できたと思われる。 

 

研究分担者 

相田   潤 東京科学大学大学院医歯学総合

研究科歯科公衆衛生学分野・教授 

井上   茂 東京医科大学医学部公衆衛生学

分野・主任教授 

岡村  智教 慶應義塾大学医学部衛生学公衆

衛生学教室・教授 

片野田耕太 国立がん研究センターがん対策

研究所データサイエンス研究部・

部長 

川戸美由紀 国立保健医療科学院疫学・統計研

究部・上席主任研究官  

栗山  健一 国立精神・神経医療研究センター 

精神保健研究所睡眠・覚醒障害研

究部・部長 

 

近藤  尚己 京都大学大学院医学研究科社会

疫学分野・教授 

田淵  貴大 東北大学大学院医学系研究科公

衆衛生学分野・准教授 

津下  一代 女子栄養大学栄養学部・特任教授 

西   大輔 東京大学大学院医学系研究科精

神保健学分野・教授 

村上  義孝 東邦大学医学部医療統計学分野・

教授 

村山  伸子 新潟県立大学人間生活学部・教授 

横山  徹爾 国立保健医療科学院生涯健康研

究部・部長 
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Ａ．研究目的 

 「二十一世紀における第三次国民健康づくり

運動（健康日本 21（第三次））」が、令和６年４

月より開始された。本研究の目的は、健康日本

21（第三次）の策定・実施・評価を学術的観点

からサポートすることである。具体的には、（１）

国民の健康課題の要因・健康増進施策などに関

する科学的エビデンスを収集・精査して健康日

本 21（第三次）の策定に活用すること、（２）

健康日本 21（第三次）の目標項目・目標値を提

言すること、（３）目標達成に向けて自治体・健

康づくり関連団体が取組むべき健康増進施策

（アクションプラン）を示すこと、（４）上記施

策の効果的な実施・展開方法を提言すること、

（５）健康日本 21（第三次）の推進及び評価の

体制について提案すること、である。 

 これらの目的を達成するため、14 名による研

究班を組織する。本研究班は、２つの研究課題

に取り組んでいる。第１に健康寿命に関する課

題であり、第２に健康日本 21（第三次）の推進

に関する課題である。第１の課題は、国民生活

基礎調査データなどを用いて健康寿命の推移

と都道府県格差の推移を測定・評価するととも

に、コホート研究データを用いて健康寿命の関

連因子を解明するものである。第２の課題は、

健康日本 21（第三次）における目標項目、アク

ションプラン、推進・評価の体制について提案

するものである。また、これらの研究成果を地

方自治体などの健康づくり実施者に広く伝え

るため、ウェブによる「アクションプラン研修

会」を開催する。 

 これらの検討を通じて、健康日本 21（第三次）

の策定と推進を学術面からサポートし、国民に

おける健康寿命のさらなる延伸と健康格差の

縮小に資するものである。 

 

Ｂ．研究方法 

 本研究班は、研究代表者と 13 名の研究分担

者・5 名の研究協力者で構成される。第１回研

究班会議を令和 6 年 4 月 18 日に開催して本年

度の研究計画について協議した。その後、各研

究者が相互に連携しつつ研究を進めた。9 月 2

日に第２回班会議を開催して中間報告とその

協議・検討を行った。さらに令和 7年 1月 30 日

に第３回研究班会議を開催して本年度の研究

結果を取りまとめた。さらに、ウェブによる「ア

クションプラン研修会」を３回（10 月 4日、11

月 5日、12 月 6日）開催した。 

 なお、研究方法の詳細については、各分担研

究報告書を参照されたい。 

 

（倫理面への配慮） 

 すべての研究は「人を対象とする医学系研究

に関する倫理指針」を遵守しており、所属施設

の倫理委員会の承認を受けている。個人情報の

取り扱いなどの方法に関する詳細については、

各分担研究報告を参照されたい。 

 

Ｃ．研究結果 

１） 健康寿命の延伸と健康格差の縮小に関す

る研究（川戸美由紀・辻 一郎・村上義孝・

横山徹爾） 

 川戸は、2022 年国民生活基礎調査データなど

をもとに、全国と都道府県別の健康寿命（日常

生活に制限のない期間の平均）と不健康期間を

算定した。その結果、2022 年の健康寿命は男性

72.57 年・女性 75.45 年、不健康期間は男性 8.49

年・女性 11.63 年であった。2010～2019 年の推

移を基準とすると、2022 年の健康寿命も不健康

期間も短くなっており、これには COVID-19 の

影響による死亡率と不健康割合の上昇が強く

関連することが示唆された。健康寿命の都道府

県格差を評価するため、2022 年の「上位 1/4 と

下位 1/4 の平均の差」を算定した結果、2022 年

の値は 2019 年のそれと比べて、男性でほぼ不

変と女性で低下傾向と評価された。健康寿命と

不健康期間の 2022 年値には COVID-19 の影響が

大きく、その解釈には十分な慎重さが求められ

る。今後の健康寿命と不健康期間の算定を待っ

て、COVID-19 の影響を見極めることが重要であ
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り、それらの影響も加味して目標設定及び評

価・分析を行う必要がある。なお本研究成果は、

厚生科学審議会第４回健康日本 21（第三次）推

進専門委員会 (令和 6 年 12 月 24 日)で報告さ

れた。 

 辻󠄀は、健康日本 21（第二次）期間中に目標達

成が確認された「平均寿命の増加分を上回る健

康寿命の増加」が先進各国でも確認されている

か否かを検討するために、先行文献のシステマ

ティックレビューを試みた。しかし、それはす

でに英国の研究グループにより行われていた

（BMJ Open 2021;11:e045567）。それによると、

ほぼ全ての先進国（スウェーデンの女性を除く）

で健康寿命の増加分は平均寿命の増加分を下

回っていた。そこで、本研究を改めて行うこと

の価値は限られると判断し、別の課題（アクシ

ョンプラン研修会の開催）に注力した。 

 村上は、わが国の健康寿命の延伸可能性を検

討するために、2022 年健康寿命の算定値に基づ

き、2040 年までの健康寿命の予想値を 16 種類

のシナリオ（死亡率や不健康割合に関する様々

な仮定）に基づいて検討した。その結果、2022

年から 2040 年の 18 年間の延伸として、男性で

は 1.13 から 5.24 年、女性では 0.31 から 3.96

年が予想された。しかし、健康寿命の 2022 年値

は COVID-19 の影響を強く受けており、その影

響が今後も続くか否かが不確定であるため、

2022 年を含む将来予測の適切性については、

2025 年の健康寿命と不健康期間の算定をもと

に、再確認と検討が必要と思われる。 

横山は、地域間の健康格差の要因分析を行う

ための手法を開発するために、都道府県・市区

町村別に、平均自立期間・平均寿命、自立して

いない期間の平均、死因別 SMR、要介護認定率

等の地域差や経年推移を“見える化”する資料・

ツール類を作成・更新した。また、疾患別医療

費、特定健診によるリスク因子・生活習慣の状

況に関する既存の資料・ツール類も合わせて、

健康寿命の自治体格差とその要因に関する分

析手順書をまとめた。これらの活用により、健

康寿命（平均自立期間）の値と推移に関する地

域差の要因分析が進むことが期待される。 

 

２）主要な生活習慣病の発症予防と重症化予防

に関する研究（岡村智教・片野田耕太・  

津下一代） 

 岡村は、日本高血圧学会「高血圧ゼロのまち

づくり」モデルタウン事業に参加している全 17

自治体の取組を整理した。その結果、ハイリス

クアプローチでは特定健診後のハイリスク者

への追加的な保健指導が多く、ポピュレーショ

ンアプローチでは情報提供や教育が主に実施

されていた。一方で、インセンティブの付与や

デフォルトの変更による選択の誘導、環境整備

による健康な選択の誘導などの実施が少なか

った。今後は、保健行政だけでなく、他領域の

行政・職域・保険者・その他関連団体などの幅

広い実施主体の連携・協働による高血圧対策を

進めていく必要がある。「健康日本 21 推進全国

連絡協議会」の加入 89 団体の取組内容を精査

した結果、健康日本 21（第三次）の循環器病目

標６項目のうち最終目標と考えられる「脳⾎管
疾患・⼼疾患の年齢調整死亡率の減少」を取組

中としたのは 16団体に過ぎなかった。 

 片野田は、たばこ対策の介入のはしごの整理

とアクションプランを作成した。介入のはしご

は、喫煙率の減少、妊娠中の喫煙をなくす、未

成年者の喫煙をなくす、職域のたばこ対策、お

よび受動喫煙対策の４つについて作成した。ア

クションプランは、わが国での実現可能性およ

び実効性の観点から、日常診療や健診等の保健

事業の場での短時間禁煙支援の実施、職域にお

ける喫煙対策実施の促進、法規制の強化につな

がる受動喫煙防止条例の制定と対策の推進の

３つについて作成した。介入の強度の観点から

は受動喫煙防止の法規制の強化やたばこ税の

増税などが優先される一方、地域や職域の実情

に合わせて実施可能な施策を選定して組み合

わせることが重要と考えられた。 

 津下は、糖尿病領域におけるアクションプラ
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ンの推進・評価の体制を提案するとともに、今

後の糖尿病対策の方向性を考察した。前者では、

昨年度作成した「糖尿病治療継続者の増加」の

ロジックモデルを精査し、自治体・保険者・職

域・関係団体等が実施する保健事業について、

具体的な事業内容・得られる情報の種類などを

整理し、糖尿病領域のアウトプット指標・アウ

トカム指標としての活用可能性をまとめた「健

康日本 21（第三次）にもとづく都道府県健康増

進計画策定」を作成し、全都道府県に配布した。

後者では、健診等を起点にした行動変容プログ

ラムの国際状況を踏まえて、保健指導・療養指

導では包括的なアセスメントやプログラム化

などにより、予防と医療の連続性確保と質の向

上が必要であることを示した。 

 

３）社会生活を営むために必要な機能の維持・

向上に関する研究（西 大輔） 

 西は、こころの健康に関するアクションプラ

ンを提案し、こころの健康の副次目標となり得

る子ども期逆境体験（Adverse childhood 

Experiences: ACEs）の日本における体験率およ

び精神的苦痛との関連を検討した。アクション

プランとして、妊産婦に関しては無料のインタ

ーネット認知行動療法の活用等、育児・子ども

に関してはペアレントトレーニングの開催や

SOS の出し方教育の推進、心のサポーターに関

しては研修の開催、相談支援に関してはトラウ

マインフォームドケアの普及等について提案

した。また、ACEsに関しては、１つ以上の ACEs

経験者は 74.5％、４種類以上の ACEs 経験者は

14.7％であった。ACE の体験数が多いことは成

人期の重度の心理的苦痛と関連した。こども期

の貧困は、高齢者では（若年者に比べて）心理

的苦痛に与える影響は小さかった。一方で、学

校でのいじめの経験は、年代を問わず重度の心

理的苦痛に与える影響は大きかった。 

 

４）健康格差の縮小に関する研究（近藤尚己・

田淵貴大） 

 近藤（尚）は、健康日本 21（第三次）の社会

環境整備に関する目標のうち「地域の人々との

つながりが強いと思う者の増加」「社会活動を

行なっている者の増加」「共食している者の増

加」の各項目について、ロジックモデルとアク

ションプランを検討・作成している。本年度は、

近年の政策動向や最新のエビデンスを踏まえ

て、アクションプラン案を改定した。例えば、

孤独孤立対策推進法の交付を受けて、誰も取り

残さない（inclusion）ための対応として各自治

体における「孤独孤立対策の推進」を推奨アク

ションに追加した。また、各アクションの遂行

に向けて主に都道府県でモニタリングすべき

アウトプット指標・中間アウトカム指標 43 項

目を提案した。これらの指標のうち、とくに「通

いの場づくり」や「孤独孤立対策」は市町村の

事業であるため、事業評価のための情報を流用

できると思われる。 

 田淵は、加熱式タバコ（HTP）の IQOS、Ploom、

glo の使用割合を地域ごとに記述するとともに、

各デバイスが先行販売された都市における当

該製品の使用割合を明らかにするために、全国

規模のオンライン調査に回答した 20 歳以上の

29,437人を対象に分析した。その結果、ほぼす

べての地域で IQOS が最も使用されていた。一

方、各 HTP が先行販売された都市では、先行販

売された製品がそれぞれ最も使用されており、

名古屋市では IQOSが 39.3％、福岡市では Ploom

が 21.0％、仙台市では gloが 41.5％であった。 

 

５）生活習慣及び社会環境の改善に関する研究

（相田 潤・井上 茂・栗山健一・村山伸子） 

 相田は、健康日本 21（第三次）の歯・口腔の

健康に関する３つの目標（歯周病を有する者の

減少、よく噛んで食べることができる者の増加、

歯科検診の受診者の増加）について、目標実現

のためのロジックモデルとアクションプラン

を作成した。アクションプランでは、健康教育

に加えて社会環境整備に向けた施策、インセン

ティブやデフォルトの変更を重視した施策も
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考慮するなど、より実効性に富んだ施策につい

て分かりやすく分類して設定した。ロジックモ

デルでは、個別の施策や健康目標の相対的な位

置関係を階層的に提示し、最終的な目標に向け

てどのような施策や中間目標がどこに位置付

けられているか理解しやすいものとした。 

 井上は、身体活動・運動分野について、都道

府県健康計画における個別施策の記載状況を

レビューした。その結果、健康づくり部門を中

心に、高齢者の社会参加促進等が比較的多く盛

り込まれていた。また、一部の計画では教育・

スポーツ部門や国土交通部門など、他部門との

連携による施策も盛り込まれており、分野横断

的な取り組みが進みつつあることが示唆され

た。一方、施策に対応する指標の整備状況につ

いては、既存の統計等から把握可能なものが半

数以下にとどまり、特に重要な施策でも中間指

標が未整備な場合が多かった。以上の状況を踏

まえて、PDCA を回すための、アウトプット指標、

中間アウトカム指標の提案を行った。今後は定

期的な公的調査に中間指標となる調査項目を

追加するなど、指標の整備とモニタリング体制

の構築が求められる。 

 栗山は、睡眠・休養に関するアクションプラ

ンを検討した。健康日本 21（第三次）における

目標（睡眠で休養がとれている者の増加、睡眠

時間が十分に確保できている者の増加）を達成

するためには、「健康づくりのための睡眠ガイド

2023」に基づき適切な睡眠の確保のための目標

および具体的対策を広く国民に普及・啓発する

ことが求められる。さらに、国民の睡眠状態を

適切に評価するための客観的睡眠評価デバイス

（ウェアラブルデバイス）を活用するための基

盤整備が必要であり、ウェアラブルデバイスを

活用した客観的睡眠指標に基づく個人・集団の

睡眠健康管理方法とそのための基盤整備のあり

方について提案した。 

 村山は、栄養・食生活分野の目標８項目（成

人の肥満者、若年女性のやせ、低栄養傾向の高

齢者、子どもの肥満、バランスの良い食事、野

菜・果物・食塩の各摂取量）について、アクシ

ョンプランとロジックモデルを提案した。さら

に、ロジックモデルにおけるアウトプット指標

と中間アウトカム指標について、具体的な項目

と把握方法を提示した。今後は実際の自治体の

計画から事業、評価までの流れでこのロジック

モデルを活用して、この手法の実行可能性と効

果を検証することが必要である。また、自治体

が実施することを想定したロジックモデルと

アクションプランについて、論文を発表すると

ともに、主に自治体関係者向けの研修会を開催

して、検討内容の普及に努めた。 

 

６） 研究成果の社会還元・広報活動 

 （辻 一郎・研究分担者全員） 

本研究班は、健康日本 21（第三次）の目標全

51 項目のうち 30 項目について、これまでロジ

ックモデルとアクションプランを作成してき

た。その成果を全国の健康づくり担当者に幅広

く伝えるためにウェブによる「アクションプラ

ン研修会」を開催した。研修会では、本研究班

の研究分担者10名が１時間ずつ講義を行った。

研修会は３回に分けて実施した。研修会の参加

申し込みはウェブにて行い、各回とも約 800 名

の登録があった。研修会終了時に受講者の感想

をアンケート調査したところ、96.1％が「非常

に満足した」または「まあ満足した」と回答す

るなど、高い評価をいただいた。 

また、研究分担者の井上・片野田・村山は、

各担当領域のロジックモデルとアクションプ

ランを作成するにあたって、日本健康教育学会

環境づくり研究会メンバーと共同研究を行っ

てきた。その成果（ロジックモデルとアクショ

ンプランの提案）を 2024 年 4 月 30 日発行の日

本健康教育学会誌第 32巻特別号（「健康日本 21

（第三次）推進に向けたアクションプランの提

案―栄養・食生活、身体活動、たばこの３分野

について―」）に特集した。本特集号では、各分

野の目標達成に向けたロジックモデルとアク

ションプランに関する論文が13編掲載された。



- 8 - 

これにより、本研究班の検討結果と提言がより

広い範囲の健康づくり関係者に伝わることが

期待される。 

 

Ｄ．考 察 

 本研究事業では、以下の６点について調査研

究と社会還元活動を行った。 

１. 健康寿命の延伸と健康格差の縮小に関す

る研究 

２. 主要な生活習慣病の発症予防と重症化予

防に関する研究 

３. 社会生活を営むために必要な機能の維持・

向上に関する研究 

４. 健康格差の縮小に関する研究 

５. 生活習慣及び社会環境の改善に関する研

究 

６. 研究成果の社会還元・広報活動 

このうち、第１項の研究は健康寿命に関する

検討（測定・計算方法に関する検討、国民生活

基礎調査データを用いた健康寿命の算定、健康

寿命の関連要因の解明、健康寿命の地域間格差

の要因分析と縮小策の検討など）を行うもので

ある。一方、第２項から第５項までの研究は次

期プラン（健康日本 21（第三次））のあり方に

関する検討を行うものである。そこで、第２項

から第５項までの研究については一括して、本

年度の達成状況について論じたい。 

 第１項「健康寿命の延伸と健康格差の縮小に

関する研究」では、健康寿命と不健康期間の

2022 年値が以前より短縮したことが分かった。

これには COVID-19 の影響による死亡率と不健

康割合の上昇が強く関連すると示唆された。同

様に、2022年健康寿命の算定値に基づいて2040

年までの健康寿命の推移を予想した研究でも

COVID-19 の影響が強く、2022 年値をもって健

康寿命の目標設定及び評価・分析を行う際に留

意すべき事項が明らかになった。さらに、本研

究では健康寿命の自治体間格差の要因を分析

するための資料集・分析手順書を作成したので、

全国自治体における課題分析と施策立案に対

する貢献が期待される。 

 第２項「主要な生活習慣病の発症予防と重症

化予防に関する研究」、第３項「社会生活を営む

ために必要な機能の維持・向上に関する研究」、

第４項「健康格差の縮小に関する研究」、第５項

「生活習慣及び社会環境の改善に関する研究」

では、研究計画の通り、健康日本 21（第三次）

の目標全 51 項目のうち 30 項目について、ロジ

ックモデルとアクションプランを作成した。さ

らに、ロジックモデルにおけるアウトプット指

標と中間アウトカム指標について、具体的な項

目と把握方法を提示した。これを活用すること

により、自治体が PDCA サイクルを回しやすく

なるものと思われる。 

 また、上記の第２項から第５項までの研究課

題でも、アクションプランの検討に加えて独自

の研究が行われている。たとえば、岡村は「健

康日本 21 推進全国連絡協議会」の加入 89団体

の取組内容を精査し、健康日本 21（第三次）の

「循環器病」の目標６項目について、いずれか

に取組中と回答した団体は 30 団体、このうち

循環器病分野の最終目標と考えられる「脳⾎管
疾患・⼼疾患の年齢調整死亡率の減少」を取組

中として挙げたのは 16 団体に過ぎないことを

明らかにし、各団体の中で循環器疾患予防のロ

ジックモデルが十分に理解されていない可能

性を指摘した。西は、こころの健康の副次目標

となり得る子ども期逆境体験（ACEs）の体験数

が成人期における重度の心理的苦痛と関連し

ていることを明らかにし、こころの健康におけ

るライフコース・アプローチの重要性に関する

エビデンスを提示した。近藤は、孤独孤立対策

推進法の交付を受けて、誰も取り残さない

（inclusion）ための対応として各自治体にお

ける「孤独孤立対策」を推奨アクションに追加

した。田淵は、加熱式タバコの使用割合を地域

ごとに調査し、地域差の要因を検討した。栗山

は、ウェアラブルデバイスを活用した睡眠健康

管理プラットフォームの活用・展開案を示すと

ともに、その発展型として一次予防から終末医
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療まですべてが包含された、世界で類を見ない

健康データベース構築に係るビジョンを提示

した。これらの個別研究の成果は、健康日本 21

（第三次）が目指すライフコースアプローチ、

健康格差の縮小、こころの健康の維持・向上、

そして誰一人取り残さない健康づくりの実現

に大きく貢献するだけでなく、厚生労働省が推

進する医療 DX の展開にも貢献し得るものと思

われる。 

上記の第６項「研究成果の社会還元・広報活

動」についても、ウェブによるアクションプラ

ン研修会を３回開催して各回約 800名に講演を

行ったり、日本健康教育学会誌第 32 巻特別号

（「健康日本 21（第三次）推進に向けたアクシ

ョンプランの提案－栄養・食生活、身体活動、

たばこの３分野について－」）の刊行に参加する

など、本研究班が３年間検討したことの成果を

全国の健康づくり関係者に伝えることができ

たと思われる。これらの活動は、最終年度にふ

さわしい活動と言っても過言ではない。本研究

は厚生労働行政とくに健康日本 21（第三次）を

推進することを目的に指定されたものである

以上、研究成果（とくに各領域の目標達成に向

けたアクションプラン）をできるだけ多くの健

康づくり実践者・研究者に普及するべきである

ことは言うまでもない。その意味で、このよう

な取組は有意義なものと思われるが、一方、ア

クションプラン研修会では定員枠のために受

講できなかった者も一定数あったので、今後は

YouTube 実況配信や終了後のアーカイブ動画配

信などについても検討し、より多くの方々に研

究成果を伝える必要があると思われる。 

 本研究事業に基づく英文原著論文が国際的

学術誌に 13 編掲載されるなど、学術上の価値

も高かった。さらに、健康日本 21（第三次）の

計画内容を紹介する総説論文（日本語）が 27編

発表されるなど、健康日本 21 の普及啓発にも

大きく貢献できたものと自負している。 

健康寿命の 2022 年値（全国・都道府県別）が

厚生科学審議会第４回健康日本 21（第三次）推

進専門委員会 (令和 6 年 12 月 24 日)で報告さ

れた際には、多くの TVニュース・新聞記事など

で報道され、社会的に大きな注目を集めた。さ

らに、本研究班の会議には厚生労働省から約 20

名の方々が毎回出席されるなど、行政的にも高

く評価されていたものと思われる。 

 以上のように、本研究は３年間の計画通りに

進捗することができた。学術研究面の業績に加

えて、健康日本 21 の普及啓発や健康づくり施

策の立案・展開に対しても大きく貢献できたも

のと思われる。 

 

Ｅ．結 論 

令和６年４月に開始された健康日本 21（第三

次）の策定・実施・評価を学術的観点からサポ

ートすることを目的に、14 名の研究者で研究班

を組織し、以下の結果を得た。 

１．2022 年の健康寿命は男性 72.57 年・女性

75.45 年、不健康期間は男性 8.49 年・女性

11.63 年であった。2010～2019 年の推移を

基準とすると、2022 年の健康寿命も不健康

期間も短くなっており、COVID-19 の影響が

示唆された。健康寿命の目標設定及び評

価・分析を行う際には、今後の健康寿命と

不健康期間の算定を待って、COVID-19 の影

響を見極めることが重要である。 

２．健康日本 21（第三次）の目標全 51 項目の

うち 30 項目について、目標達成に向けて

行うべき健康増進施策（アクションプラ

ン）、施策からアウトカム（目標）までに至

るロジックモデルを作成した。さらに、ロ

ジックモデルにおけるアウトプット指標

と中間アウトカム指標について、具体的な

項目と把握方法を提示した。これらを活用

することにより、自治体が PDCA サイクル

を回しやすくなるものと思われる。 

３．上記の検討結果を全国の健康づくり担当者

に幅広く伝えるためにウェブによる「アク

ションプラン研修会」を３回開催した。各

回とも約 800 名の登録があり、受講者の
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96.1％が「非常に満足した」または「まあ

満足した」と回答するなど、高い評価をい

ただいた。 

 以上のように、本研究は３年間の計画通りに

進捗することができた。学術研究面の業績に加

えて、健康日本 21 の普及啓発や健康づくり施

策の立案・展開に対しても大きく貢献できたも

のと思われる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  なし 
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25. Bouchi R, Tsushita K, et al. Internet of 
things-based approach or glycemic control in 
people with type 2 diabetes: A randomized 
controlled trial.  Journal of Diabetes 
Investigation, 2024;15(9):1287-1296. doi: 
10.1111/jdi.14227.  

26. Hayase A, Tsushita K, et al．Influence of 
Previous Health Guidance History: Impact 
and Limitations of a Single Health Guidance 
Session．Environmental and Occupational 
Health Practice, 2024;6(1):2024-0011-OA.  
doi:10.1539/eohp.2024-0011-OA.  

27. Ihana-Sugiyama N, Tsushita K, et al. 
Evaluation of a program designed to prevent 
diabetic nephropathy aggravation: A 
retrospective cohort study using health 
checkups and claims data in Japanese 
municipalities. Diabetes Research and 
Clinical Practice, 2024;215:111804. doi:10. 
1016/j. diabres.2024.111804. 

28. Wan J, Tsushita K, et al. Factors associated 
with acquiring exercise habits through 
health guidance for metabolic syndrome 
among middle-aged Japanese workers: A 
machine learning approach. Preventive 
Medicine Reports, 2024;48:102915. doi: 
10.1016/j.pmedr. 2024.102915.   

29. 津下一代．健康日本 21（第三次）のねらいと

戦略：糖尿病対策の目標とアクションプラン．

日本医師会雑誌，2024;153(1):40-44. 
30. 津下一代．糖尿病分野の目標項目とアクショ

ンプラン．健康づくり，2024;559:10-13． 
31. 津下一代．糖尿病性腎症重症化予防プログラ

ム改定のポイントと専門職に期待すること．

日本栄養士会雑誌，2024;67(12):628-632. 
32. 津下一代．生活習慣改善治療食が血中脂質，リ

ポ蛋白，糖代謝指標，血圧に与える影響：臨床

試験の系統的レビューとメター解析．Nutri-
tion Reviews, 2024;82(2):176-192. 

33. 津下一代．広げよう！地域・職域連携．健康づ
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くり，2024;560:2-7. 
34. 津下一代．第３期までの特定健康診査と特定

保健指導の効果．健診・人間ドックハンドブッ

ク改訂８版，中外医学社，p20-30，2024. 
35. 津下一代．特定保健指導．健診・人間ドックハ

ンドブック改訂８版，中外医学社，p478-487, 
2024. 

36. 津下一代．特定健診・保健指導を基盤にアウト

カムを出す事業を目指す．健康保険，2025;2: 
10-11． 

37. 津下一代．糖尿病－予防と治療の切れ目ない

対策で健康寿命延伸を目指す．医学のあゆみ，

2025;292(8):612-616.  
38. Sasaki N, Nishi D, et al.  Effects of 

expanded adverse childhood experiences 
including school bullying, childhood poverty, 
and natural disasters on mental health in 
adulthood.  Scientific Reports, 2024;14(1): 
12015. doi: 10.1038/s41598-024-62634-7. 

39. Tsukinoki R, Murakami Y, Okamura T, et al: 
for the NIPPON DATA90 Research Group.   
Comprehensive assessment of the impact of 
blood pressure, body mass index, smoking 
and diabetes on healthy life expectancy in 
Japan: NIPPON DATA90. Journal of 
Epidemiology, 2025 Jan 11. doi: 10.2188/jea. 
JE20240298. 

40. 村山伸子．栄養・食生活対策のロジックモデル

とアクションプランの例：食塩摂取量の減少．

日本健康教育学会誌，2024;32:S64-S74.  
https://doi.org/10.11260/kenkokyoiku.32.S64 

 

２．学会発表 
1. 辻 一郎．健康日本 21（第三次）と自然に健

康になれる社会環境．第 73回東北公衆衛生学

会，仙台，2024 年 7月． 
2. 辻 一郎．健康日本 21（第三次）とこれから

の健康づくり戦略〜2040 年問題へのチャレン

ジ〜．第 51回北陸公衆衛生学会，福井，2024
年 11月． 

3. 辻 一郎．健康日本 21（第三次）と今後の健

康づくり戦略．第 20 回秋田県公衆衛生学会，

秋田，2024 年 11月． 
4. 辻 一郎．健康日本 21 におけるたばこ対策の

意義．第 34回日本禁煙推進医師歯科医師連盟

学術総会，和光，2025 年 3月． 
5. 相田 潤. フッ化物洗口やフッ化物配合歯磨

剤のさらなる展開：WHOやコクランライブラ

リーの解説を交えて.第 73 回日本口腔衛生学

会総会，盛岡，2024 年 5月． 
6. 相田 潤．8020 達成率改善で歯の喪失は減

少？医療ニーズの評価方法の変化とニーズ急

増の実態. 第 83 回日本公衆衛生学会総会, 札
幌，2024 年 10月． 

7. Aoi Tsuzuki, Shigeru Inoue, et al. Scaled-up 
study of a multi-strategic community-wide 
intervention promoting physical activity: a 
single-arm pre-post study. The 10th Inter-
national Society for Physical Activity and 
Health Congress (ISPAH), Paris, Oct 2024． 

8. Noriko Takeda, Shigeru Inoue, et al. 
Utilisation Situation of Physical Activity 
Guidelines in Policy Development and 
Implementation in Municipalities. The 10th 
International Society for Physical Activity 
and Health Congress (ISPAH), Paris, Oct 
2024． 

9. 井上 茂，他．健康日本 21（第三次）推進の

ためのアクションプランを考えるワークショ

ップ－栄養・食生活、身体活動、たばこ－［身

体活動分野］. 日本健康教育学会主催 健康教

育学会ワークショップ，東京，2025 年 2月．  
10. 吉野友実子，岡村智教．日本高血圧学会「高血

圧ゼロのまちづくり」モデルタウン事業を踏ま

えた市町村における「健康日本 21」の高血圧

対策の推進：汎用アクションプランの開発．第

46 回日本高血圧学会総会，福岡，2024 年 10
月． 

11. 片野田耕太．たばこ分野の３つのアクションプ

ラン－健康日本 21（第三次）推進のために. 第
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32回日本健康教育学会学術大会，長野，2024
年 7月. 

12. 片野田耕太．健康日本 21（第三次）にむけて

実効性のあるたばこ対策に取組むために～受

動喫煙対策の強化～. 第 34 回日本禁煙推進医

師歯科医師連盟学術総会，和光，2025 年 3月． 
13. 内海智博，栗山健一，他．労働世代における週

末の寝だめと死亡転帰の関連（縦断的検討）．

6NCリトリート，東京，2024 年 4月． 
14. 栗山健一．高齢不眠の病態基盤の理解と治療戦

略 ～健康づくりのための睡眠ガイド 2023 の

理解も含めて～．第 8 回日本老年薬学会学術

集会，東京，2024 年 5月． 
15. 栗山健一，兼板佳孝. 「健康づくりのための睡

眠ガイド 2023」の活用と今後の展開.日本睡眠

学会第 48 回定期学術集会，横浜，2024 年 7
月． 

16. 栗山健一. IoTやウエアラブルデバイスを活用

した睡眠健康増進－医療前段階を中心に－．睡

眠関連疾患における最良の Patient Journey
を目指した IoT やデジタルデバイスの活用．

日本睡眠学会第 48 回定期学術集会，横浜，

2024 年 7月． 
17. 栗山健一.「健康づくりのための睡眠ガイド

2023」における高齢者の睡眠健康目標．日本睡

眠学会第 48回定期学術集会，横浜，2024 年 7
月． 

18. 河村 葵，栗山健一，他．職域における睡眠簡

易健診、睡眠衛生指導の有用性．日本睡眠学会

第 48回定期学術集会，横浜，2024 年 7月． 
19. 伏見もも，栗山健一，他．日本人における不溶

性食物繊維摂取と睡眠休養感の関連．日本睡眠

学会第 48 回定期学術集会，横浜，2024 年 7
月． 

20. 松井健太郎，栗山健一，他．一般勤労者の平日

の睡眠時間短縮に寄与する要因の縦断的検討．

日本睡眠学会第 48 回定期学術集会，横浜，

2024 年 7月． 
21. 栗山健一.「睡眠の質」と心身の健康．睡眠医学

の最新トピックスと総合病院精神医療での展

開．第 37回日本総合病院精神医学会総会，熊

本，2024 年 11月． 
22. 栗山健一.「国民の睡眠健康目標に准じた精神

疾患患者の睡眠治療の考え方」．第 43 回日本

社会精神医学会（ランチョンセミナー），東京，

2025 年 3月． 
23. 栗山健一.「健康づくりのための睡眠ガイド 

2023」の概要・活用・発展．第 26回日本健康

支援学会年次学術大会（メインシンポジウム），

川崎，2025 年 3月． 
24. 津下一代．健康日本 21（第三次）推進へ向け

て〜産業保健に期待されること〜．第 97回日

本産業衛生学会，広島，2024 年 5月． 
25. 津下一代．健康日本 21（第三次）をはじめと

する健康政策と日本運動疫学会・健康運動指導

士等への期待．第 26回日本運動疫学会学術総

会，佐久，2024 年 6月． 
26. 津下一代．動脈硬化性疾患予防の観点から考え

る後期高齢者の保健事業のあり方．第 56回日

本動脈硬化学会総会・学術集会（シンポジウム），

神戸，2024 年 7月． 
27. 津下一代．わが国のメタボリックシンドローム

対策に関する歴史と現状，課題．第 56回日本

動脈硬化学会総会・学術集会（シンポジウム），

神戸，2024 年 7月． 
28. 津下一代．コントラバシー糖尿病重症化予防に

おける保健事業．第 11回 JADEC 年次学術集

会，京都，2024 年 7月．  
29. 佐々木那津，田淵貴大，西 大輔，他．多様な

子ども期逆境 体験（ Adverse Childhood 
Experiences: ACEs）が成人期のメンタルヘル

スに与える影響：JACSIS研究より．第 120回
日本精神神経学会学術総会，札幌，2024 年 6
月． 

 

３．報道・その他 
1. 辻 一郎．健康寿命をのばそう！健康日本 21

「減塩 社会と個人で取り組む」．NHK きょう

の健康, 2024 年 4月 8 日. 
2. 辻 一郎．健康寿命をのばそう！健康日本 21
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「野菜・果物のすごいチカラ」．NHK きょうの

健康, 2024 年 4月 9 日. 
3. 辻 一郎．健康寿命をのばそう！健康日本 21

「女性の健康と骨粗しょう症」．HK きょうの

健康, 2024 年 4月 10 日. 
4. 辻 一郎．あなたは何歳まで生きたいですか．

仙台市医師会報, 2024;716:36-37. 
5. 辻 一郎．あなたは何歳まで生きたいですか．

札医通信, 2024;683:58-59. 
6. 辻 一郎．第 3 次健康日本 21 に基づく健康づ

くり：研究班が第 1回「アクションプラン研修

会」、800 人超参加 ロジックモデルとアクショ

ンプランを説明．週刊保健衛生ニュース，令和

6 年 11月 4 日（第 2281号）, 2-9. 
7. 近藤克則, 辻 一郎, 村山伸子, 山縣然太朗．

健康日本 21（第三次）のねらいと戦略. 特集：

健康日本 21（第三次）のねらいと戦略（座談

会）. 日本医師会雑誌, 2024;153(1):5-16. 
8. 井上 茂．健康日本 21（第三次）における身

体活動・運動の目標. ｅヘルスネット. 
9. 栗山健一. 睡眠と健康 健康づくりのための睡

眠の新常識．賢者の休日，49号，2024 年夏号． 
10. 栗山健一. 睡眠と健康 健康づくりのための睡

眠の新常識．賢者の休日，50号 2024 年冬号． 
11. 栗山健一. 睡眠障害．一般疾患治療の最新情報．

スーパードクターに教わる最善予防と最新治

療 2025．文藝春秋 文春ムック 特別編集，

2024;129:126-127. 
12. 栗山健一. 睡眠休養感を高める快適睡眠ガイ

ド．自治体・健康保険組合・共済組合加入者配

布用パンフレット，2024 年 9月 17 日． 
13. 栗山健一. 睡眠改善で健康づくり２．睡眠時間

と同じく大切な「睡眠休養感」－健康で効率よ

く働くために－．地方公務員安全と健康フォー

ラム，2024;127:28-29． 
14. 栗山健一. 睡眠改善で健康づくり３．睡眠の質

を高める生活習慣改善策（１）－寝室環境と日

中の生活習慣－．地方公務員安全と健康フォー

ラム，2024;128:28-29． 
15. 栗山健一. 睡眠改善で健康づくり４．睡眠の質

を高める生活習慣改善策（２）－リラクゼーシ

ョンと嗜好品－．地方公務員安全と健康フォー

ラム，2024;129:28-29． 
16. 栗山健一. 満足度が上がる！55 歳からの睡眠

習慣．リシャイン創刊号，2024;1:60-61． 
17. 栗山健一．健康づくりのための睡眠ガイド

2023 で目指す「適切な睡眠時間」と「睡眠休

養感」の科学的根拠．特集 健康づくりのため

の睡眠ガイド 2023．健康づくり，2024;554:2-
7． 

18. 栗山健一，吉池卓也. いい睡眠で健康づくり．

社会保険出版社 リーフレット，2024 年． 
19. 栗山健一，吉池卓也．シニア・おとな・こども

の睡眠習慣．社会保険出版社 リーフレット，

2024 年． 
20. 栗山健一  健康づくりのための睡眠ガイド

2023 で目指す「適切な睡眠時間」と「睡眠休

養感」の科学的根拠．特集 健康づくりのため

の睡眠ガイド 2023．公衆衛生情報，2024;54(2): 
6-7． 

21. 栗山健一. 【監修】良い眠りのためのポイント 
成人版．エーザイ，2024 年 3月作成． 

22. 栗山健一. 【監修】良い眠りのためのポイント 
高齢者版．エーザイ，2024 年 4月作成． 

23. 栗山健一. 【監修】良い眠りのためのポイント 
こども版．エーザイ，2024 年 5月作成． 

24. 栗山健一. よい睡眠のためにできること 特集 
心身の活力は睡眠から 睡眠ガイド 2023．ヘル

スアップ 21，2024;474:12-15． 
25. 栗山健一. 働く高齢者の“体の休養”を考える 

特集 心と体の「休養」を考える．エルダー，

2024;533: 15-18． 
26. 栗山健一. 高齢者は８時間以上寝ると寿命が

縮む？世代ごとに違う「睡眠時間と死亡リス

ク」．デイリー新潮，2024 年 4月 1 日. 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

  なし 

２．実用新案登録 

  なし 

３．その他 

  なし
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